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鹿島灘における二枚貝類発生量変動
に関する2，3の考察

浜田篤信・安川隆宏

鹿島灘砂浜海域では，チョウセンハマグリ，コクマガイ，ウバガイなどの二枚貝類

が古くから漁獲されて来た。漁獲量の記録は，明治38年頃から残されているが1），現

在までの約80年間に6～7回の漁獲のピークが見られる。これらのピークを構成する

二枚貝類の種類は，大正10年頃にはウバガイ，昭和30～45年頃にはチョウセンハマ

グリ，昭和50年頃にはコクマガイで，出現種は一定していない。このような二枚貝類

の発生量変動の機序や種の遷移についての研究は，漁業振興をすゝめる上で電要な課

題であり，昭和30年代に入って取りあげられ始めている。それらは，分布，成長，産

卵，種間関係，発生要因の検討等多岐にわたっているが2）～82その中のいくつかは，

生残を規定する諸条件についてもふれている5），8）。特に砂床環境についての指摘があ

る5）・8）。しかし，環境諸要因だけによって，生残のすべてを説することは困難である

ように思われる。本県産の重要貝類である二枚貝類とアワビの漁獲量を図1に示した。

アワビの漁獲量は，小刻な変動は見られるものの，70年に及ぶ変動をマクロに見ると

指数曲線にしたがって減少しており，減少率は約2％である。これに対し二枚貝頬の

それは，102－104トンの問を変動しマクロには安定しているように思われる。アワ

ビの変動傾向は，例えば富栄養化の進行などのエントロピー増大を思わせる現象であ

り，変動の解析には環境条件との関連を優先させながら検討することが有効ではない

かと考えられる。これに対し二枚貝類の変動は，そうした傾向は認められず，両者の

間で生残を規定する要因が異るように思われる。又，極大や極小が比較的短く，丁度，

昆虫などの大発生をともなう発生量変動と類似している。従来，その原因について生

物学説と環境学説9）との間で論議されて来たところであるが，海産無脊椎動物や魚類

では，生物学的要因についての検討は行われていないように思われる。こうした点を

考慮して，こゝでは，まず，密度との関係について検討してみる。

1　生息密度と発生量との関係

こゝで，発生量とは，産卵後，約2週間の浮遊期

を経て砂床に沈着し，2年以上を経て漁獲された個

体数であり，「生残個体数」である。各年の発生量

は，漁獲量（茨城県農林統計表，昭和29～57年）

を各年の年齢組成とそれに対応する員重量10）を用い

て算出した。結果は表1のとうりである。ここで，

二枚貝類とは，チョウセンハマグリとコタマガイの
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合計であり，昭和44～46年の3年を除き，全二枚

貝類の95％以上を占めている。昭和44－46年につ

いては若干のマルサルポウが含まれている。

次に生息密度の推定であるが資源量を推定する必

要がある。普通，Deluryの方法は，資源量が漁獲

によって変化する場合について個体数を用いて適用

されるものである。こゝでは，水温の低下する冬期

間に二枚貝類の成長が殆んど停止することに着目し



1～3月に重量を用いてDeluryの方法を適用した。

図2は，昭和28年から39年までの間の員桁綱によ

る二枚貝類のCPUEを示したものである。この間，

CPUEは50～15．000kgの間を変動しているが32q

33，33－34，34－35，35－36および38－39年

の冬期（ただし，39年は8－10月を含む）には，

指数曲線にしたがってCPUEが減少しており

Deluryの方法が適用できそうである。図2の上段

には，これらの期間について累積漁獲量と　CPUE

の関係を示し資源重量（現存量）を求めた。それら

の値は図中に示したとうりで，1，200～10，000トン

歪11　器20　　40　　60

図1本県産重要貝類の漁獲量の変動

表1　発生量の推定

　　 区 分

年次（昭和）

漁　 獲　 量　 （トン） 発生量 （生残個体数，106）

チョウセンハマグリ コ　ク　マ　ガ　 イ チ ョウセンハマグリ コ　タ　マ　 ガ　イ

2 9 2，004 － 368 －

3 0 1，269 158 15 －

3 1 4，366 244 12 －

3 2 8，903 22 274 －

3 3 3，075 35 0 －

3 4 3，700 5 0 －

3 5 5，683 14 444 －

3 6 1，566 46 0 －

3 7 1，593 4 0 －

3 8 11，311 50 0 －

3 9 793 55 0 －

4 0 251 93 ＊ －

4 1 161 67 ＊ －

4 2 825 78 ＊＊ －

4 3 2，229 96 ＊＊ －

4 4 2，443 518 0

4 5 1，069 314 0

4 6 346 240 0

4 7 39 138 2 700

4 8 145 112 3～ 5 0

4 9 22 1，466 0～ 4 0

5 0 54 4，860 4 0

5 1 127 9，748 1 0

5 2 171 13，050 3 4

5 3 141 10，658 13 40

5 4 107 2，655 6 46

5 5 245 1，274 4 0

5 6 252 1，266 6 0

5 7 464 2，052 19 1

5 8 308 609

＊107～108の範囲（5×107として計算）　　　　＊＊106～107の範囲（5×106として計算）

48年の3～5×106は4×106として計算　　　　　49年の0～4×106として計算

－98－
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図2　CPUEの変動と現存量の推定

の間を変動している。CPUEとこうして求めた現在

量との関係は表2のとうりであり，CPUEは現存量

の0．0149％に相当し，CPUEに6，726×106を乗ず

れば現存量を推定することができる。こうして，昭

和28年～39年の間については，図2のCPUEから

現存量を読みとることができるが，昭和40年以降に

ついては操業数が不明であるのでこの方法では現存

量を知ることができない。そこで，まず，昭和29年

から39年までの11年間の年間のCPUEの平均値を

求め，これに，6．726×106を乗じて現存量を算出し，

これと漁獲量との関係を検討してみた（図3）。現

存量が増えると漁獲量は増加するが，3，000トン以

表2　CPUEと資源量（現存量）の関係

年 ・月
C P U E 資 源 重 量 ，P C P U E ／P ，

（k 9） （推 定 値 ， トン） （×灯 3）

3 2 ・ 1 1 8 2 1．8 3 ，9 4 0 0．2 0 9

3 3 ・ 1 1 17 8．1 1，2 0 0 0．1 48

3 4 ・ 1 2 9 0 9．9 6 ，9 2 0 0．1 3 2

3 5 ・ 1 1 2 4 5．0 1，8 4 0 0．1 3 3

3 8 ・ 8 1，4 2 8 1 0，0 0 0 0．14 3

平均値　＼ 0．14867
r＝0．978

－99【

上になると漁獲量の増加がやゝにぶり限界に近づく

ような傾向，S字曲線状の増加傾向を示す。しかし，

近似的には一次回帰を適用しても相当に高い相関が

認められる。相関係数は0．965で漁獲量（Y）と現存

10．000

現　　存　　量

図3　現存量と漁獲量の関係
（数字は年次，昭和）



量（P）との間には，Y＝1，860P＋299．6の関係が成

り立つ。こうしたことから，近似的には，現存嶺は

P＝0．538Yから求めることができるものと考えら

れる。この値を生息域の面積で除したものが生息密

度となる。二枚員類の分布は，おそらく均一ではな

くパッチ状に分布しているのではないかと考えられ

るが，こ、では，相対的な密度という程度の密度を

考えることとし，現存竜を漁場面積（500mx40，000

mと仮定）で除し，1ケ当りの重量50タを考慮し生

息密度とした。結果は表3に示した。こうして求め

た生息密度と表1の発生量との関係を示したものが

図4である。こゝには，縦軸に発生量，横軸に生息

密度がとってある。又，発生量が0の9年について

は除いてある。図4を全体的にみると生息密度（X）

表　3　　生息密度の推定

区分 漁 獲 量 現 存 量 生 息 密 度 発 生 量 （y ） A o
A o ／互 0

年 次 （トン ） （トン） （個 ／㌦ ） （106 ） （× 106 ）

2 9 2，004 1，0 78 1．1 36 8 8 08．8 1．14

30 1，42 7 7 68 0 ．7 7 15 26．6 0．038

3 1 4 ．6 10 2，48 0 2．5 12 ・28．8 0．04 1

3 2 8，92 5 4，80 2 4 ．8 2 74 9 ，3 32．4 13．2

5．7 1

8 ．13

33 3，110 1，6 73 1．7 0

4 ，03 6．4

34 3，705 1，99 3 2 ．0 0

35 5．69 7 3，04 5 3．0 4 44

36 1，6 12 86 7 0．8 7 0 －

37 1，59 7 85 9 0 ．86 0

38 11．36 1 6，112 6 ．1 0

39 848 45 6 0 ．46 0

40 34 4 18 5 0．19 5 0 5 7．5

4 1 228 12 3 0．12 5 0 54 ．6 0．0 72

4 2 903 4 8 6 0．4 9 5 7 ．2 0．010

43 2，32 5 1，25 1 1．3 5 1 3．0 0．0 18

65 1．1

44 2，96 1 1，59 3 1．6 0 －

4 5 1，38 3 74 4 0．74 0 －

4 6 58 6 3 15 0 ．32 0 －

4 7 17 7 9 5 0 ．10 70 2 75 5．7

48 2 57 138 0 ．14 4 4 ．4 6．27 × 10 【3

4 9 1，48 8 80 0 0．80 2 3 ．6 5 ．09 ×10－3

50 4，9 14 2 ，64 4 2 ．6 4 27 ．1 0．08 3

5 1 9，875 5，31 3 5．3 1 49 ．4 0．0 63

52 13，22 1 7 ，113 7．1 7 1，293 ．9 1．83

53 10，799 5．810 5 ．8 53 3，764 ．2 5．32

54 2，762 1，486 1．5 5 2 156 ．6 0 ．22 1

5 5 1，5 19 8 17 0 ．8 2 4 7．3 0．0 10

56 1，518 8 17 0 ．8 2 6 1 1．0 0．016

57 2，516 1，354 1．4 20 5 6．0 0．0 79

5 8 9 17 49 3 0 ．4 9

平均値　互。＝706．7

ー100－



表4　発生竜変動の分画

発

圧　　　　　　　0　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　　10

図4　生息密度と発生量

と発生量との間には，相関関係は認められない（Y＝

1，333e‾0・0158●X，r＝0．040）。しかし，密度効果あ

りやなしやという観点から見ると負の勾配を持つ上，

下2群の直線と見ることができるように思われる。

そこで，主観的であるが，29の値を図中，点線で囲

ったように最上部の6点，中間部の9点，密度が21

㌦以下で，発生量が106以下の5点，それに発生量

0の9点の4群に分けて考察をすゝめることゝする

（表4）。4群のうち，ⅠおよびⅡ群は，密度（Ⅹ）

と発生量（y）との間に指数関数で相関関係が認めら

れ，勾配は，それぞれ一0．239および－0．291である。

2　海況との関係

以上，生息密度と発生量の関係について，主観を

一101－

画分年　　次密度（Ⅹ）と発生量（y）との関係

Ⅰ
29，32，35，

47，52，53

y＝3，051・Oe‾0・7608Ⅹ

（r＝0．864）

Ⅱ

30，31，40，

41，50，51，
y＝1，588×106e‾0・709Ⅹ

54，55，57 （r＝0．788）

Ⅲ
42，43，48，

49，56 －

Ⅳ

33，34，36，

37，38，39，

44，45，46

発生の見られなかった年

加えながら検討して来た。そして，便宜的に29の値

を4群に分けてみた。もし，こヽで主観をまじえて

行った発生量変動の分画が妥当なものであれば，Ⅰ

～Ⅳの画分とある環境因子との間に相関関係を探り

あてることができる可能性が生じて来る。そして，

各画分と環境要因との間に高い相関関係が認められ

る場合には，分画が妥当であったことと，最初の出

発点であった密度効果の存在がそれによって支持さ

れたものと考えることができる。

環境要因の中で，水温，塩分，流れ，水質等が重

要と考えられるが，総合的には，まず海況との関係

の検討が必要と考えられる。そこで，黒潮続流の位

置と発生量との関係を検討してみることとする。図

5は黒潮続流置（昭和29～44年は川合tl），45～

58年は東北区水研，東北海区漁場海況概報）141～

1460Eの間の100m水深の15℃）と発生量画分と

の関係を示したものである。→般的に，密度を考慮

して発生量の多いⅠ群に属する年には，黒潮続流の

位置が北側にあることが多く，逆の場合には，それ

が南偏しているようであや0画分Ⅰは昭和29，32，

35，47，52，および53年の6年であるが，32年を

除きいずれも図5で高いピークが認められる。32年

には他の年程高いピークはないが，黒潮続流の位置

は比較的高く，2回の変動が見られる。次に発生量

の比較的多い画分Ⅱは，昭和40年を除き，黒潮続流

の位置が北側に在り，しかも南北に変動している例
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図5　発生量変動と黒潮続流北端の位置との関係

黒潮続流の位置は141～1460の間の水深100m14℃（29～
44年，川合．45～東北水研資料）

が多い。40年は黒潮の位置が最も南偏した年で350

20′付近まで南下したあと急激に北上した。画分Ⅲ

は5例であるが，黒潮続流の位置が画分Ⅰ，Ⅱに比

較して，やゝ南偏する傾向が見られるが年間を通し

て見ると南北への変動が認められる。

以上は，発生の見られた年であるが，発生量0の

年は，昭和33，34，36，37，38，39，44，45，46年

の9例である。これらの年の特徴は，黒潮続流北端

の位置が36～370Nの間に位置することである。二

枚貝類の主漁場は大洗から波崎の問で35045′から360

15′に位置している。すなわち，発生量0の年には，

黒潮続流が，鹿島灘の二枚貝類漁場前面沖合で東方

へ流去する傾向が見られる。

以上，主観的な分画を出発点として，発生量を4

画分に分け，海況との対応を検討して来た。定性的

には，昭和38および44年の2例を除き両者の問に

相関関係が認められた。このことは，鹿島灘におけ

る二枚貝類の発生量変動は，その生息密度と海況の

二要因に大きな影響を受けていることを示唆してい

るものと考えられる。

次に発生量変動と黒潮続流北端の位置との関係に

ついて定量的検討をすヽめてみる。発生量と生息密

度との間には，前述のとうり，指数関数が成り立ち，

その勾配は画分Ⅰ，Ⅱでそれぞれ0．761および0．709

であった。画分Ⅲでは，明確でなかったのでⅡ，Ⅲ

の勾配の平均値の0．735を採用し，発生量（y）と生

息密度（Ⅹ）との間に，y＝A。・e，0・735－Xの関係が

成り立つものとし，各年のAoを算出，表3に示した。

Aoは，3．6から9332．4（昭和32年）の範囲にある。

29の値のAoの平均値（Ao）は，706．7である。そ

こで，各年の発生量を生息密度の項を補正して海況

との関係だけで評価する目的で各年のA。とA。の平

均値互。の比を算出した。こヽでA。／瓦）を発生量指

数としておく。又，対数紙に図示する都合上，発生

量0については，A。／A。の最低値の約1／10の10‾3

としてある。ここで，表3中のA。／互。の値と図5

の36000Nから黒潮続北端までの距離（β）の関係を

図示したものが図6である。図中黒潮続流の位置が

36000より南側にある場合にも正の値として図示し

てある。発生量指数の対数（log A。／Ao）と距離の

間には，直線関係が認められ，A。／瓦＝1．62×10－3

・Exp．〔2．69×10‾2・幻の関係がある（r＝0．617）。

－102【
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図6　漁場中心から黒潮緩流北端までの
距離（のと発生量指数（Ao／瓦））
の関係（数字は年次）

昭和40と54年は，この関係から大きくはずれてい

るが，その他については，資料の精度や期間の長さ

を考慮すると，比較的高い相関関係を示していると

云えよう。

以上，漁獲統計を中心に発生量変動について検討

して来た。発生量を支配する要因は，いろいろ考え

られているが，それらの中で，こゝで取りあげた生

息密度と海況の影響は，極めて大きいものと考えら

れる。今後，密度や海況が具体的にはどのように影

響を与えているかについて検討をすヽめる予定でい

る。
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